
９４

東芝コンツェルンの成立と軍需

下　谷　政　弘

はじめに

１　戦時下の東京芝浦電気と東芝 コソツェ ルン

　　（ａ）東凧芝浦電気株式会杜

　　（ｂ）東芝 コ１／ツェ ルン

２　東尺電気と芝浦製作所の合併と子会杜

３　東芝 コソツェ ルンと軍需

　　（ａ）電気機械工業と統制

　　（ｂ）軍需増大と子会杜設立

　　　１）軍需に対する窓口　２）子会杜の設立　３）子会杜 ・東夙電気無線

　　（Ｃ）重電部門と軍需　　芝浦支杜と子会杜　芝浦製作所

おわりに

は　じ　め　に

　１９４４年２月２１日号の雑誌『タイヤモソト』誌上に「東思芝浦の責務」という

記事が掲載された。記事内容を抜粋すると以下のようになる。まず「当杜が今

日〔資産〕９億６千５百万円の巨大会杜になり ，　　その上多数の仔関係会杜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
を併せ，全投資額は２億円を超える芝浦事業集団を形成してゐる」ことに注目

する。すなわち，東凧芝浦電気か単独で存在するのではなく多数の子会杜とと

もに巨大な企業クループ，すなわち「事業集団」を形成していることにふれた

あと ，「当杜と略ぽ同業の立場にあり ，事業集団の形成に於ても類似する立場

にある」日立製作所との比較を行いながら，次のようにその戦時下における

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８２）
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「責務」について厳しく指摘する。「当杜の実力は大きく責務は一段高まっ た。

発展力も至大である。だが当杜は実力を十二分に発揮せず，余裕を多分に残し

てゐる様に窺へる……過去の残津があるのか，大きく成り過ぎて身動きが不自

由なのか，底力を出し切らずにゐる」。 当時，戦局ようやく思わしくなく ，戦

力増強（とくに航空機生産）にとっ て超重点企業である同杜へかける期待が大き

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
かっ ただけに，苛立ちがそのまま伝わってくるような内容である。記事は続く 。

「〔同杜は〕強電部門に遊びがあるに拘らず鍛造機製作，○○用発電機，小型発

電機の製作しか行ってゐない。当杜の強電設備は優秀な設備として屈指である 。

過去に於ては高級発動機を作った経験もある筈である」。そして，記事は次の

ように言い切るのである。「仔会杜で作ってゐるからい二 といふのでは策が無

さ過ぎる」と 。

　この記事は，東夙芝浦電気か軍需生産に必ずしも尽力し切っていないこと ，

とくに子会杜に軍需生産を任せ本体そのものは尽力していないこと ，について

の不満をぶつけている。つまり ，戦時下企業の軍需生産における子会杜の役割

の一端にふれた興味深い指摘であると思われる 。

　そこで本稿では，戦時下における東京芝浦電気の軍需生産の状況について ，

とくに子会杜を含めた「東芝クループ」全体の視点から検討してみることとし

たい。その場合，利用できる資料は限られており必ずしも全貌を明らかにでき

るわげではないが，とりあえず新興の「企業グル ープ」として１９３０年代末に出

現した東芝 コノソェ ルン／の全容を簡単にスケ ソチしたあと ，いくつかの子会杜

を取り上げなから上記の記事内容と関連させて，同杜の軍需生産について検討

することとする 。

１　戦時下の東只芝浦電気と東芝コンッェ ルン

　東京電気と芝浦製作所とが合併して東京芝浦電気幟が誕生したのは戦時下の

１９３９年７月のことてあ った。新会杜の資本金は８，７００万円（払込６，９５２万円），従

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８３）
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業員２万４千人，強電 ・弱電両部門を有する巨大な綜合電機メーカーとして発

足したのである。合併の内容，その経緯については後述することとし，まず ，

（ａ）新生の東夙芝浦電気佛そのもの，およぴ（ｂ）同杜を中心とする企業クループ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）「東芝 コソソェ ルン」について見ていくことにしよう 。

（ａ）東兄芝浦電気株式会社

　第１図は新生の東夙芝浦電気幟の組織図である。まず，新会杜は，見られる

ように本杜機構として第１部から第６部に至る各職能部門を配していた。また ，

注目すへきは旧芝浦製作所を「芝浦支杜」，旧東夙電気を「マソタ支杜」とし

て， それぞれのもとにその製造工場を管轄させていたことである。合併後にも

こうした二分的な体制をとらざるを得なかったのには，言うまでもなく ，長い

伝統を誇る両杜の合併であるだけに慎重かつ過渡的な措置をとる必要があ った

とも言えようが，とりわけ，周知の如く ，強電と弱電の両製造企業の合併とい

う製造技術上の特殊性という理由があったと考えられる１。 本杜機構の内でも第

２部と第３部かそれぞれ芝浦特許課とマソタ特許課とに分かれていたのも両者

間の技術上の差異があったことを物語る。したがってまた，市場を異にする両

者の事業は，工場や特許などだけでなく ，同図を見てもわかるように，財務 ・

購買 ・資材など，あるいは同図に現われないが研究所も含めて，「芝浦」と

「マツダ」の双方に分かれて管理されていたのである。さらに，人事について

も両支杜はそれぞれ人事権を保留していたようである。たとえば，合併ととも

に施行された「本杜分課規程」を見ると ，第２条「秘書役ハ左 ノ事務 ヲ掌ル」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
のうち，その（５）に「両支杜二属セザル人事」とある。このことは両支杜に属す

る人事は本杜機構の秘書役ではなく ，それぞれの支杜が支杜内の人事を行って

いたことを意味していた 。

　このように，合併によって一体化したはずの両杜が，合併後も「本杜機構は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
必要最小限の組織にとどめ，他はすべて両支杜にまかせ」るような形をとっ た

結果，両支杜はいわは，それぞれを半自律的な「事業部制」に似せた運営形態

をとることにな ったのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８４）
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　因みに合併後の同杜が「組織的にも一

　　　　　　　　　　　　　　　６）つの企業としての統一性を実現した」の

は４３年半はのことであ った。既に前年４２

年に両研究所（鶴見研究所およびマツダ研

究所）の統合による綜合研究所の設置 ，

あるいは，これまで両支杜に分かれてい

た営業部門の本杜統合か行われていた 。

また，ついで４３年７月に芝浦 ・マツダの

両支杜はそれぞれ鶴見支杜 ・川崎支杜と

立地名を冠して改称されたことによっ て

旧会杜の「母斑」が消え去り ，さらに子

会杜の東京電気（旧東京電気無線　　後

述）を吸収合併しての「通信工業支杜」

の設置による３支杜体制の確立によっ て，

第２図（１）にみるように，東京芝浦電気の

組織的一体化は完成したのである 。

　なお，さらに戦時統制が強化されてい

く中で，同杜は４４年１月軍需会杜に指定

された。これを機に同年３月 ，従来の支

杜制は廃止され，同図（２）のように，７製

造所 ・２研究所を中心としたｒいわゆる

第１図

本　杜

　　　　　　　　９７

東京芝浦電気の組織
　　　　（１９３９年７月）

　　　　秘　書　役
　　　　検　査　役

第一部づ誓簑
第二部一芝浦特許課
第三部　　マソタ特許課

１四１土篶１
　　　　芝浦購買課
　　　　 マツダ購買課

　　　　芝浦資材課第五部
　　　　 マツダ資材課

　　　　調　査　課
　　　　計　算　課
第六部（重工業企画）

ｌ１ｌｌ
｛ｌｌｌ

　　　　　　　川崎本工場
　　　　　　　川崎柳町工場

　　　　　　　川口工場　マツダ支杜
　　　　　　　大阪工場
　　　　　　　小倉工場
　　　　　　　小倉純鉄工場
（出所）東京芝浦電気丁東芝百年史』４２へ 一ノ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）“指導者原理”を実現するための製造所制度を採用」したのである。こうした

製造所制度を確立するためには，後に見るように子会杜の本杜への再吸収が必

要であ つた 。

　さて，第１表は東尺芝浦電気の誕生から敗戦時に至るまでの資本金 ・売上高

・利益金 ・従業員数などの推移を示したものである。同杜は軍需生産の超重点

企業として，毎年相当量の注文未消化分を出さざるを得ないほどの繁忙に追い

まくられていたのであり ，この間，資本金および売上高は実に６－７倍，利益

　　　　　　　　　　　　　　　（５８５）
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　　　　　　　　第２図組織の変遷
（１）　３支杜制（１９４３年１２月１日現在）　（２）製造所制（１９４４年４月１日現在）

本杜

杜　長　室
技　師　長
総　務　部
人　事　部
調　査　部
特許協約部

　理本部
査業本部
営業本部
資　材　部
播磨地方事務所

朝鮮業務部
台湾業務部
北支業務部
南方事業部

宗合研究所
電子工業研究所

鶴見支杜
足立製鋼所

川崎支杜
化学製造所
耐火物製造所

通信工業支杜

本杜事務機構

製造所

研究所

　　務　部
　　労　部
軍需企画部
　　許　部

　理本部
査業本部
事業本部
外地事業本部

地方事務所

金属本部
重電機製造所
軽電機製造所
特殊合金工具製造所

通信機製造所
足立製鋼所
化学製造所
耐火物製造所
車靹製造所
電子工業研究所

宗合研究所

（出所）　［東児芝浦電気株式会杜８５年史』 ，以下，丁８５年史ｊと略。１９２－３へ 一ノ 。

金は９倍，従業員数は３．４倍に急増していることがわかる。なお，第７９期に数

字のギャヅ プがあることに気付くか，これは同年に子会杜 ・東思電気（旧東京

電気無線）を吸収して，先述のように「通信工業支杜」として取り込んだこと

の結果である 。

　こうした合併後の同杜の急膨張は工場数の増大ぶりに最も端的に現われた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）第２表に見るように，合併時における芝浦製作所の工場は鶴見工場他３工場 ，

東思電気のそれは川崎工場他６工場，合計９工場であ った。それカ４４年６月１０

日時点では実に５９工場を数えるまでに至った。さらに，同年同日以降から敗戦

　　　　　　　　　　　（５８６）
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第１表　東京芝浦電気の成績

期 期　末 公称資本金 払込資本金 売上高 利　益 配当率 従業員数

７１ １９３９ ．１０ ９， ４１８万円 ７， ９５５万円 ５５百万円 ８百万門 １０％ ２４ ，８６２名

７２ ４０．４ ８， ７００ ８， ７００ ６９ ９ １０ ２８ ，１６２

７３ ４０．１０ １７，４００ １０，８７５ ７８ １Ｏ １０ ２８ ，４９６

７４ ４１ ．４ １７，４００ １３ ，０５０ ８３ １１ １０ ３３ ，１１５

７５ ４１ ．１０ １７，６５０ １３，３００ ９３ １２ １０ ３３ ，３４４

７６ ４２ ．４ ２８，２４０ １５ ，９４８ １０４ １２ １０ ４０，１５７

７７ ４２ ．１Ｏ ２９，６００ １６，８５８ １１８ １４ １０ ４５ ，４８９

７８ ４３ ．４ ２９，６００ １６，８５８ １１９ １４ １０ ５０ ．７０１

７９ ４３ ．１Ｏ ３１ ，１００ ２０，５６８ １８１ ３１ １０ ６５ ，３２３

８０ ４４ ，３ ３１ ，１００ ２５ ，５５５ １８１ ３９ １０ ６７ ，５３７

８１ ４４ ．９ ３１ ，１００ ２５ ，５５５ ３０８ ７１ １０ ７６，４００

８２ ４５ ．３ ６２，２００ ３８ ，８７５ ３６９ ７３ ９ ８３，３８２

８３ ４５ ．９ ６２，２００ ４６，６５０ １１９ △６６ Ｏ ４５ ，０７５

（出所）　『東京芝浦電気株式会杜８５年史」。

時までに設立された工場（同杜ではそれらを「疎開工場」と分類する）は５６工場に

上り ，これも併せれぼ敗戦時点での同杜の工場数は１１５工場にもなるのである 。

　第３表は，合併前５年間における両杜それぞれの資産額のうち，地所建物 ・

機械器具と有価証券の推移を見たものてある。東夙電気の場合，前者はこの間

１．

８倍の増加に過ぎなかったが有価証券の伸びは４．４倍に，また芝浦製作所の場

合， 前者は約２倍の増加にとどまっ たのに対し有価証券の伸びは実に２８．６倍と

いう急増振りであ った。また，３９年合併直前の数字でみると ，総資産中にこの

有価証券か占める割合は，東凧電気の場合５３１％と過半を占め，芝浦製作所も

２３．７％ではあったが急速に伸びており ，ともに両杜がそれぞれのグループの中

核企業として，すなわち自らの持株会杜化とグループ形成とが急速に進められ

ていたことがわかる 。

　しかし，合併直後から４４年上期までの推移を同表でみると ，新会杜における

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
土地建物 ・機械器具の伸ぴか４倍にも達したのに対し，有価証券のそれは１８

倍にとどまり ，合併前（３０年代後半）とは逆の事態が進行していたことがわか

る。 とくに有価証券か総資産の内に占める割合は，合併時の３６９％から４４年上

期の１８．７％へと半減していることが注目を惹く 。これは，一方では先に見た親

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８７）
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第２表　東京芝浦電気の工場増設

１９３９．７まで１ ３９ ４０ ４１ ４２ ４３ ４４．６まで

麹
鶴見（２５

．９）１
京　町（２） 足立製鋼 天　津（５） 台 北（１） 電刷子

三重（３８
．３）１

府　中（９）
所（８）

金　杉（１０） 五反田（８）
製造所（２）

仁川（３９
．１）１ 網 干（１１）

亀 戸（８） 益
子（２）

杜
車両製造

矢 口（２）

所（１１）

川崎（０８．１１）１上海（８） 木　仁（１） 長 井（１１） 小田栄町（１） 富田林（１）

小倉（２０．６）１大崎

　阪（３０．１２）１体温計　 （１２）
富士見町（５） 砂　町（１） 湘 南（２）

大森第一（６） 塚　越（５） 鳥居松（６）
川　
口（３５

．１１）１（４４・１廃止）
大森第二

　＿（１２）　第二
天　津（５） 上海計器（７）

マ（ツ川ダ堕

柳町（３７
．１２）１

大井川（６） 刈 谷（７）

小倉
鉄（３８．５）１

甲　府（６） 深 川（７）

支
杜

加　茂（８） 今 治（８）

大　井（８） 川崎分（１０）

特殊合金 五 泉（１０）

工具　（８）
押 切（１１）

富　平（８）
川 岸（１２）

新 竹（１２）

柳 町（１２） 仁川万石（２）

通
小 向（７） 横 浜（５）

信 天 津（７）

工
業
神 戸（７）

支 上 海（７）

杜
播磨余部（７）

（出所）　［８５年史’１１５－１８べ 一ジ ，９４３ぺ 一ジ，より作成 。 富 士（１０）

会杜内部での急激な工場建設ラ ヅ：■ユ の直接的反映であり ，また他方では，戦

時統制か強化されていく中，東芝 コ：■ソェ ル■内部での子会杜の親会杜への再

吸収の進行の結果でもあ った。そこで次に「東芝 コ：■ソェ ルン」について見る

ことにしよう 。

（ｂ）東芝コンツェルン

　以上は新生の東凧芝浦電気鮒の概要であったか，同杜の誕生はまた，新たに

同杜を中心とする「東芝 コンソェ ルン」の誕生をも意味していた。第４表は東

凧電気および芝浦製作所の傘下子会杜数の推移を示したものである。東夙電気

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８８）



東芝 コンツェ ルンの成立と軍需（下谷）

　　第３表資産の推移

１０１

（単位：千円）

東　京　電　気 芝浦製作所
土地建物機械 有価証券 総資産 土地建物機械 有価証券 総資産

１９３５上 １１ ，６９６ １６，４７９ ４８ ，４１２ １２ ，７３８ １， １４９ ２９，６２２

下 １１ ，６０７ １８ ，１９１ ５１ ，１７８ １２ ，５４６ １， １９５ ３０，５４２

３６上 １１ ，２７７ ２０ ，３６６ ６０，９８６ １２，１６７ ２， １４２ ３３ ，９８７

下 １２ ，０６８ ２６，８３８ ６０ ，２３６ １２ ，０６５ ４， ８０５ ３８，５２４

３７上 １２．１０９ ３３，３４０ ６６ ，３５９ １３ ，９０１ ５， ８７３ ４５ ，５２７

下 １４ ，９５８ ４１ ，４８４ ８６，９２６ １５ ，４２４ ８， ２４８ ６４ ，５５１

３８上 １７，８２４ ６４ ，２９４ １０８ ，１８４ １８，９０６ ９， ７９４ ８３ ，７３１

下 １９，０５７ ６５ ，９０８ １２１ ，２３２ ２２，０５４ １０ ，６７７ １０２ ，９５７

３９上 ２１ ，０７３ ７２ ，２３９ １３６ ，０５５ ２４ ，７３７ ３２ ，８５６ １３８，６１５

下 ５６，７６４ １１８，７９３（３６ ．９） ３２２ ，１９１

４０上 ６５，３１９ １２２，２９７（３５ ．Ｏ） ３４９，０９７

下 ７１ ，６０７ １３９，３７７（３３ ．６） ４１４ ，７６１

４１上 ８６，５７６ １５２ ，１１２（３２ ．３） ４７０，７６３

下 １０４ ，９３９ １６７，００１（３０ ．８） ５４２ ，８５８

４２上 １１３ ，４７４ １７５，７７８（２９ ．８） ５８９，９７４

下 １３６，８５６ １７８，６４７（２６ ，９） ６６５ ，０３８

４３上 １４６，６７２ １９９，３１５（２７ ．４） ７２８，１４８

下 １９５，１４０ ２０３，３８１（２１ ．１） ９６５ ，８７７

４４上 ２２７ ，８８４ ２１０，２８５（１８ ．７） １， １２６．２７７ （出所） 丁営業報告劃より作成。（ ）内は％ 、）内は％ 。

の場合，既に早くも１９１０年代から傘下子会杜を擁していた。しかし ，１０年代の

傘下子会杜はそのほとんどが自らと同業の既存電球製造会杜であり ，電球市場

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 マ　ツ　ダの完全支配を目的として統合した，いわゆる「東思電気フロヅ ク」形成の一環

として行われたものてあ った。「本邦電灯事業の発展に伴って従来各地に設立

された電球製造会杜は大体当杜によっ て統制せられ，大正８年末に至って撃固
　　 マ　ツ　ダ　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
なる東京電気ブ ロックの形成を遂げ」たのである。その同杜が，電球製造とい

う「単一事業に依存することによる危険性を脱却すへく ，業務範囲を拡大して
　　　　　　　　　　　　　　１１）
多角的経営に推移する工作を進め」出したのはようやく２０年代末からのことで

あっ た。 第５表は同杜の売上高に電球の占めた比率の推移を示している。さら

に同杜が無線通信機 ・特殊合金工具 ・耐火物 ・電気化学工業などへと多角化を

本格化させ，いわゆる「マツダ コンツェ ルン」の建設に向かい始めるのは３０年

代に入ってからのことである。したが って，傘下子会杜数は１Ｏ，２０年代を通じ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８９）



　１０２　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・

てほぽ１０杜内外にとどまり ，それが急速に増

大し始めるのは３０年代に入ってからであ った 。

他方，芝浦製作所の場合も ，第４表に見たよ

うに，東思電気に比へれは子会杜数は少なく ，

それか増大し始めるのはやはり３０年代の後半

以降のことであった 。

　それはとも角，こうして両杜は３９年に合併

する直前において，東夙電気は３３杜（いわゆ

る「マツダ コンツェ ルン」），また芝浦製作所は

１０杜の関係会杜を擁しており ，既に両杜とも

それぞれ「企業グループ」化を開始していた

のである。したがって，両杜合併による東思

芝浦電気佛の誕生とは，単に両親会杜だげの

合併にとどまらず，別の見方をすれぱ，二つ

の「企業クループ」の合併再編による新しい

企業クループ「東芝 コソソェ ルソ」の誕生 ，

すなわち，合計４０杜（４３杜のうち，３杜は両杜

の共同出資）の関係会杜をもつ新ｒ企業グル

ープ」の登場をも意味していたのである 。

　この東芝 コ：■ソェ ルンの誕生について当時

の経済雑誌は次のように述べていた。「両杜

が合併して一の牙城を築いたことは事業と経

営の新たなる発足と見散してもよい。即ち両

杜並その各々の傘下の諸子会杜が有機的に結

びついてこの時局に活躍し易くなったのは合

併が贋した経営の合理化に外ならず，新会杜

か　段と飛躍出来る基礎ともなる。此の意味

に於て当杜は新興の名に値ひし，而も新しく

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９０）

第５号）

　　第４表 傘下子会杜数の推移

東京電気 芝浦製作所

１９１２ １ １

１３ ２ ３

１４ ２ ５

１５ ０ ５

１６ １ ６

１０ Ｏ 一１
５

１８ ２
一１
６

１９ ４ １０

１９２０ ０
一２
８

１ ２１ Ｏ ８

２２ ０ ８

２３ ０ ８

２４ ０ ８ １ １

２５ ０ ８ ０ １

２６ ０
一１
７ ０ １

２７ １ ８ Ｏ １

２８ ２ １０ ０ １

２９ １ １１ ０ １

１９３０ ６ 一５１２
０ 一１ ０

３１ ３ １５ ０ ０

３２ ３ １８ ０ Ｏ

３３ ５
１１２２ ０ ０

３４ ３
一４２１ １ １

３５ ２ ２３ ０ １

３６ ５
一２２６ ４ ５

３７ ９
■３３２ ３

一１
７

３８ １ 一１３２ １ ８

３９上 １ ３３ ２ １０

３３＋１Ｏ一（共通３）＝４０

３９下１９４０

５　　　　４５

　　　 －１４５

２　　　‘１４６０　　　－２４４０　　　－３４１０　　　　４１４　　　　４５

（出所）「６５年史』『５０年史ｊ［８５年史』

　　その他，より作成 。



　　　　　　　　　　東芝 コノツェ ルンの成立と軍需（下谷）　　　　　　　　　１０３

形成された コ！ソェ ルノと　　　第５表東夙電気の売上高に占める電球の比率

称しても過りないであら　　　　 電　 球　 電球以外 　合 　計　電球比率

う」「当杜は所謂，新興 コ　　 １９１０　　 ６６７千円　　 ７０千円　　 ７３７千円 　ｇｏ．５％

　　　　　　　　　　　　　　　２０　　　　　８．１２４　　　　　　　１ ．７９４　　　　　　９．９１８　　　　　　８１
．９

ノソェ ルノの範曉に入れる
　　　　　　　　　　　　　　　３０　　　　　　８．２４８　　　　　　　６．８７４　　　　　　１５．１２２　　　　　　５４ ，５
　　　１２）
べく…… 」。　　　　　　　　

３５

　９
・５３４

　１４
・１５２

　２３
・６８６

　　
４０ ・３

　　　　　　　　　　　　　　　３８　　　　　　９．００８　　　　　　２０．１５３　　　　　　２９．１６１　　　　　　３０ ．９

　普通，これまで「新興 コ
　　　　　　　　　　　　　　（出所）　［８５年史」９３６，９３８べ 一ジより作成 。

ンツェ ルソ」という場合 ，

日産 ・日窒 ・森 ・日曹 ・理研なとを特定的に指すことか多かった。しかし，こ

こに一例を見るように，それは決してこれら５グループだけに限定的に代表さ

　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
れるものではなか った。むしろ，別稿でも見てきたように，当時の大企業はこ

の１９３０年代に一斉に多くの子会杜を設立しはじめて「企業グループ」化を開始

し出したのであり ，先述のいわゆる五つの「新興 コノツェ ルン」の登場も ，そ

うした全体的な現象のうちの一環　　最も顕著な事例だったとはいえ　　とし

て位置付けられる必要があるであろう 。

　さて，第６表は合併時点でのそれぞれの傘下子会杜の内容を一覧している 。

見られるように，それらの傘下子会杜の業務内容は機械製造関係（とりわけ電

気機械関係）が圧倒的に多く ，またその原材料 ・販売関係の子会杜も多かった 。

また，これらの傘下子会杜は次の二つに大別することができる。すなわち ，（１）

親会杜の「本業」から多角的に新たな製品製造の分業関係へと展開したもの ，

（２）「本業」への原材料 ・部品供給，あるいは販売 ・サービスなど親会杜の「本

業」を垂直的に補完するもの，てある。すなわち，多角的展開であれ「本業」

補完的であれ，いずれの子会杜も親会杜の「本業」を中心として有機的に結び

ついており ，全体として一つのグループたるべく「傍系会杜も亦参加せしめ ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
相寄り相助けて総合経営の妙味を発揮する」ことが求められていたのである 。

　なお，ここて東芝 コ：■ソヱ ル川こおける一子会杜，日本電興について簡単に

ふれておこう 。親会杜による数多くの コンツェ ルソ内子会杜に対する投資 ・貸

付・ 金融保障は主としてこの日本電興をパイプとして行われたからである 。同

杜は旧称を電気金融といい，１９２８年９月 ，「本邦電気事業界　般の金融状態か

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９１）
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逼迫してゐた際，　　之に対する融資，投資並に電気器具の貸付，月賦販売或
　　　　　　　　　　　　１５）
は債権の買入取立等を目的」に，東京電気の子会杜として設立された（資本金

１０万円）。 翌年１２月には目本電興と改称し，当時次第に「月賦によるイージー
　　　　　　　　　　　　　　１６）
ベイメントを歓迎する向が多く」なる中で成績向上し，３３年５月には５０万円に

増資，また３６年には小国製造所（山形県）を建設するなと ，単なる「東思電気

の杜外投融資のパイブの役割」だけでなく ，自家発電設備をもっ て合金鉄 ・電

気化学工業分野へも進出したのである（３７年には資本金５５０万円）。

　しかし，親会杜の東夙電気　　　　　　第７表　日本電興の主要勘定

が芝浦製作所と合併して以降

は， ますます「杜外投融資の

バイプの役割」に重点が置か

れることにな った。第７表は

それ以降の同杜の主要勘定を

示している。資本金（公称お

よぴ払込とも）は不変のまま

であ ったが，驚くべきは親会

杜からの長期借入金はこの間

５． ４倍に，有価証券および投

資は１Ｏ．１倍に急増し，また貸

公称資本金 借入金 有価証券
および投資

貸付金

百万円 百万円 百万円 百万円
１９３９下 ５． ５ ３４ ．８ １５ ．５ ３．

７

４０上 ５． ５ ４３ ．４ ２２ ．１ ３． ８

下 ５． ５ ５５ ．４ ３１ ．８ ４． ０

４１上 ５． ５ ６０ ．Ｏ ３４ ．４ ４． １

下 ５．
５ ６３ ．７ ３５ ．６ ４．

Ｏ

４２上 ５． ５ ７２ ．４ ４４ ．０ ３． ７

下 ５．
５ ７２ ．４ ４５ ．４ ３． ８

４３上 ５．
５ ９５ ．２ ６８ ．５ ３． ９

下 ５．
５ １０５ ．７ ７８ ．５ ３．

８

臨 ５． ５ １２６ ．１ ９７ ．５ ３． ９

４４上 ５． ５ １３２ ．２ １０３ ．４ ４． ２

下 ５． ５ １６７ ．１ １３８ ．４ ５．
７

４５上 ５．
５ １８６ ．８ １５６ ．７ ６． ５

（出所）　［８５年史ｊ１８７べ 一ジ，および同杜［営業報告書」。

付金もほぽ倍増させたのである。さらに，同杜の「営業報告書」によっ て資産

全体に占める固定資産および有価証券及投資の比率をみると ，たとえぼ４０年下

半期と４３年臨時決算期を比較しても ，前者はこの間に２５．５％から１３．１％へと半

減したのに対し，後者は５１．７％から７２．５％へと圧倒的比率を示すようにな って

いる 。

　こうして同杜は，東芝 コ：■ソェ ル■内部の投融資の「パイプ」として，また
　　　　　　　　　　　１７）
「証券保有会杜的役割を担」う企業として，東芝 コンソェ ル！の「多角経営の
　　　　　　　　　　１８）
枢要なる一翼をなしてゐ」たのである 。

（５９４）
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２　東界電気と芝浦製作所の合併と子会社

　東思電気と芝浦製作所とか合併し，ｒ日本におげるＧＥ」，すなわち一大総合

電機 メーカー たる東夙芝浦電気（杜長　山口喜三郎）か誕生したのは１９３９年７月

という ，まさしく戦時経済のさ中であ った。ここでは両杜の合併経過について ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
とくに東芝 コ！ソェ ルノの形成という視角から見ておこう 。

　まず，第８表は合併直前における両杜の概況を示している。公称資本金は東

京電気が芝浦製作所の２倍近くであり ，また，利益金，従業員数，資産合計

（未払込資本金を含む）などでも ，東京電気の方がいずれも優位を占めていた 。

また，注目すへきは両杜の株主構成てある 。第１に両杜ともにＩＧＥ（Ｉｎｔ・・

ｎ・ｔ１０ｎ・１Ｇｅｎ…１Ｅ１・・ｔ・１・）杜の占める比率か大きか ったこと（東京電気３３５％，芝

浦製作所２１５％），とくに東夙電気においては同杜か筆頭株主であ ったことであ

る。 したか って，因みに合併直後の３９年１０月時点ての新会杜の大株主をみると ，

ＩＧＥ杜は実に３０．３％を占めて第１位であり ，第２位の三井合名（１２．５％）を大

　　　　　　　　２０）
きく引き離していた。なお，この外資系企業が筆頭株主であったという事情 ，

したがってまた，外人重役が取締役会に席を占めたという事情は，戦時下にお

ける子会杜設立にも影響を与えることにな った。たとえば，軍需品を製造する

企業の「取締役に外人かいて，くあいかわるい。それで，軍需品を作るための

　　　　　　　　　　　　　２１）
別会杜をこさえることにな った」。 すなわち，１９３５年以降だげをみても ，合併

前の東只電気の場合，Ｈ　Ｕピアースか専務取締役副杜長（３６年１２月より取締役

副杜長），その他，Ｏ．プルスマンやＷ．Ｋ．ファウラーが取締役として在勤，他

方， 芝浦製作所にもピアースやプルスマンが取締役に就いていた。また，東京

芝浦電気とな ってからも ，ピアースは取締役副杜長（４２年６月まで），プルスマ

ソ（４０年９月まで），Ｃ．Ｃ．グリンネル（４０年１２月一４２年６月まで）の両名が取締役

に就いていたのである。こうして，ｒＧＥ杜から派遣された外人重役が在勤し

ていた関係もあ って，純軍需はなるべく子会杜を設立して，これを通じて生産

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９５）
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　　　２２）
する方針」をとること　　　　　　第８表合併直前の両杜の概況

にな ったのである。た

とえば東京電気無線

（３５年設立，３９年に東京

電気と改称），芝浦製作

所（３９年設立，芝浦京町

製作所を改称），東足中

島電気（３９年，中島飛

行機と合弁），などの子

会杜がそうであ った 。

なお，因みに日米開戦

当時におけるＩＧＥ杜

の持株は同杜総株数の

　　　　　　　　　　　　従業員数（３９年上期末）　　　１０，５３２名　　　　　１２，４０８名２４．１％にあたる８５万株

　　　　　　　　　　　　　　職員　２．２９３　１
，５４４

余であったが，これは　　　　工　　　員　　　　
８． ２３９　　　　 １０．８６４

４１年１２月公布の「敵産

管理法」（法律第９９号）

によっ て管理 ・処分さ

れた 。

　さて，以上はとも角 ，

第２に注目すべきは ，

いずれにおいても三井

の資本が入っていたこ　　 （出所）［８５年史１９３ぺ 一ジ，他より作成 。

とである。東思電気には５％足らずであったか，とくに芝浦製作所では３６％と

筆頭株主の位置を占め，周知のように，同杜は三井系企業の一つと見散されて

いた。なお，第９表は合併後における三井系企業の持株率を示しており ，常に

１Ｏ数パーセソトという持株率を維持していたことがわかる。第３に，両杜間に

は株式の相互持合関係かあ ったことである。とくに東思電気は芝浦製作所の

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９６）

芝浦製作所 東京電気

（１９３９年４月末） （１９３９年５月末）

固　定　資　産

有形固定資産
２， ４７４万円 ２， １０７万円

有価証券及投資
３， ２８６ ７， ２４９

流　動　資　産
８， １０２ ４， ２５０

未払込資本金
３７５ １， ５００

資　産　合　計
１４ ，２３７ １５，１０６

負　　　　賃
固　定　負　廣

２， ０３４ ３， ５２４

流　動　負　賃
７， ５５０ ４， ２０６

資　　　　本
資　　本　　金

３， ０００ ５， ９５０

基金，積立金その他
１， ３００ ９９３

当期純益金
３５３ ４３２

負　債　合　計 １４ ，２３７ １５ ，１０６

（１９３９年４月３０日） （１９３８年１１月３０日）

Ｉ Ｇ Ｅ 杜 １２９，１１４株 ３９８，４００株

外 人 株 主 ２３８ ５８，３３８

一一 井 合 名 １８６，２２６ ４５ ，０００

一一 井 物 産 １９，９００ ０

一一 井 生 命 １０，Ｏ００ １０，４００

芝 浦 製 作 所
‘

３５，３００

東 京 電 気 １４３，５００

’
そ の 他 １１１ ，０２２ ６４２，５６２

合 計 ６００，Ｏ００ １， １９０，０００
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２３９％を取得していた。東凧電気か芝浦製作所の株主になり始めたのは１９１６年
，

逆に芝浦製作所か東京電気の株主とな ったのは２２年てあ った 。

　　　　　　　　　　第９表　合併後の三井系持株数の推移

三井系持株数
発行株数

１日 新
持株率

計

１９３９ １３５ ，９３８ １２０，０８８ ２５６ ，０２６ １， ８８３，５００ １３．６％

４０ ２５５ ，１２６ ２５６ ，２２６ ５１１ ，３５２ ３， ４８０，０００ １４ ．７

４１ ２５５ ，１２６ ２５６，２２６ ５１１ ，３５２ ３， ５３０，０００ １４ ．４

４２ ２５６，５６６ ５６５ ，９７７ ８２２，５４３ ５， ９２０，０００ １３ ．９

４３ ３３１ ，２４６ ６４０，７５７ ９７２ ，００３ ６， ２２０，０００ １５ ．６

４４ ６６５ ，１３２ ３０６ ，８７１ ９７２，００３ ６， ２２０，ＯＯＯ １５ ．６

４５ ９７２ ，Ｏ０３ ９３２，００３ １， ９０４ ，００６ １２ ，４４０，０００ １５ ．３

（出所）同杜「杜史資料」。

　さて，以上見てきたように，合併に至るまでに両杜は種 々の準備を重ねてき

たのであるが，両杜はその一環として共同投資による子会杜をも設立していた 。

合併時点における共同子会杜は３杜（前掲第４表参照）であ ったが，ここでは ，

その一例として，芝浦マツダエ業についてだけ簡単にふれておこう 。

　両杜が最初に共同で設立した子会杜は，３４年１２月の特殊合金工具（資本金２０

万円，川崎市大宮町）と３６年４月の大井電気（資本金１００万円，東京市品川区）とで

あっ た。 そして，この２杜が３７年にさらに合併して成立した子会杜が芝浦マツ

ダエ業である。前者の特殊合金工具は超硬質（タソグステソ）合金による特殊

機械工具についての両親会杜の技術を糾合して設立され，その品質の優秀さに

よっ て好成績を続け，３６年９月には１００万円に増資した。また，後老の大井電

気は家庭用電気機械器 目に関する両親会杜の特許権　製造設備の一切を譲り受

げて設立され，さらにＧＥ杜製品の輸入販売をも両親会杜を代行して行なうな

と次第に業務を拡大し，３６年末には芝浦マソタエ業と改称，翌３７年３月に目１』者

の特殊合金工具を合併したのである（資本金３００万円）。

　合併後の日中戦争の本格化は，とくにタノグステソ合金工具が機械工業の進

展に伴って著しく需要増大したことから，３９年６月には川崎市塚越に特殊合金

工具の専門工場を新設させることにな った。これら製品は「軍需工業方面から

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９７）
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異常の需要がある。畢寛するに性能が優秀で工作機械の切削用刃物として又兵
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２言）
器用高硬度鋼材料加工に於いて必要欠くへからさるものであるからだ」。同杜

は「軍需景気の昂揚と相倹って製作内容を時局向に転換したから繁忙が一段と
　　　２４）
加重した」。たとえば，３７年から４０年までの特殊合金工具部門の生産状況をみ

ると ，受注高はこの短期間に実に８．１３倍に，生産高も７．１９倍という繁忙ぶりで
　　２５）
あっ た。 その結果，「元々当杜は旧大井電気の事業か本体で旧特殊合金工具の

事業が支体と云ふ建前にあ った。けれとも今次事変後は主客転倒し，売上高に
　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
就て見ても前者３割後者７割の振合」にな ったのである 。

　なお，同杜は４２年８月に親会杜によっ て吸収合併され消減した。「之は経営

の合理化と直営形態に引直しての事業拡充とを意味し，当杜〔東思芝浦電気〕

の時局的発展を示す一例として注目に値ひする」。「〔芝浦マツダエ業は〕技術 ，

研究，経営，金融，販売等，東芝とは元来異体同心と云った密接な関係にあり ，

之を別会杜として置くよりも合併して名実共に直営たらしめ，以て時局の要望
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２Ｚ）
する拡充に応ぜんとするのか東芝の狙いだ」。

　このように，　般に４０年代に入ると ，３０年代の動向とは全く逆に，親会杜に

よる子会杜の吸収合併の事例か多くな ってくる。第１０表は東凧芝浦電気が４０年

代に吸収合併した子会杜の一覧である 。

　　　　　　　　　　　第１０表　東尺芝浦電気の吸収子会杜

被吸収子会杜 吸収合併年月 公称資本金 東芝持株率 吸収後の東芝内部での位箇

東　邦　鋼　業
４１ ．８ ．１ １， １００万円 ５４．５％ 足立製鋼所

日本医療電気
４２．８ ．１５ ５０ ６０．０

芝浦 マッダエ業
４２．８ ．１５ １， ５００ ？ 特殊合金工具製造所

東洋耐火煉瓦
４３１７ ．１ ３０ ２８ ．０ 耐火物製造所

東　京　電　気 ４３．７ ．１ ３， ６００ ４６ ．３ 通信工業支杜
（東京電気無線）

（出所）同杜「杜史資料」，その他より作成 。

　さて，以上見てきたように，両杜は３９年に合併する以前から相互に密接な関

係をもち周到な準備を整えてきた。そして，その中でもとくに注目すべきは両

杜合併において主導的役割を果たした東凧電気杜長の山口喜三郎の存在であ っ

た。 そもそも両杜合併によるｒ日本のＧＥ」設立とは彼の構想に他ならなか っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９８）
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た。 したがって，両杜合併の日程は，３５年に彼が東京電気の杜長のまま芝浦製

作所の取締役を兼務し，さらに３７年には同杜の取締役会長にまで就任すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
により ，いよいよ具体的に動き始めたのてある 。

　なお，ここで両杜合併に至るまでの両杜の定款（事業目的）の推移を追いか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）けることによっ ても ，合併に至る経緯の一端を窺い知ることができる。たとえ

は， 旧田中製造所（１８８２年設立，９３年に芝浦製作所と改称）を継いて１９０４年に創立

された鮒芝浦製作所のそれは「会杜 ノ目的ハ各種機械類 ノ製作業ヲ嘗 ムニア

リ」と至って簡潔なものであ った。他方，東凧電気の前身である１８９０年創立の

陶白動舎の方は９６年に東京白裁電燈球製造熾と改称されるか，その前年１０月に

定められた事業目的は「当杜 ノ営業ハ白熱電燈球ヲ製造 ！且ソ 販売スルヲ以テ

目的トス」と ，これも単純なものにすぎなか った。同杜はその後，１８９９年に東

夙電気佛と杜名変更し，事業目的も「白熱電燈球及電気事業 二要スル機械器具

ノ製造販売並電気工事 ノ設計受負ヲナスヲ以テ目的トス」と次第に拡張したこ

とを窺わせるが，さらに１９３２年には次のように変更された。すなわち，「一

白執電燈球及電気事業 二要スル機械器具其他硝子製品及温度計 ノ製造販売，電

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）気工事 ノ設計請負並之 二関係アル事業 二対スル投資，二　前号 ノ附而事業」 。

ここで特徴的なのは「関係アル事業 二対スル投資」か加わったことてあり ，こ

れは先に見た「マツダ コノツェ ル１／」の形成という事態を反映したものであ っ

たことは言うまでもない。そして，いよいよ合併の前年３８年にはｒ本会杜 ノ営

業ノ目的左 ノ如 ノ」と次のように列挙されることにな ったのである 。

　　一 電気機械器具製造業

　　二、化学工業，金属工業，窒業，鑛業，土石採取業，前号以外 ノ機械器具製造業

　　三、前各号 ノ附帯又ハ関連事業

　　四、前各号 ノ営業ヲ 為ス者二対スル投資

　見られるように，事業内容は一挙に拡大して具体的に並へられるようにな っ

た。 そして，その第二項に列挙された諸事業のほとんとは東夙電気佛そのもの

より ，むしろその子会杜か分担した事業であ って，そのまま「マソタコ■ソェ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９９）
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ルソ」全体の事業内容を具体的に表現するものとな ったのである 。

　他方，芝浦製作所の方も１９２５年に事業目的を変更して「一 各種機械器具類

並二其部分品 ノ製作販売，二、前号 ノ事業二関連スル事業，三、前各号 ノ業務

ヲ営ム関係事業 二対スル出資」と改めた。その第二項にｒ関係事業 二対スル出

資」が新たに加えられたが，これは前年に同杜初の子会杜たる内外電熱器を傘

下に収めたことが背景にあ った。しかし，先に見た東只電気の場合とは異な っ

て， 同杜の場合，それ以降２０年代を通じて子会杜はこの内外電熱器１杜だけで

あり ，それも３０年には解散してしまっ たのである（前掲第４表参照）。 出資によ

る子会杜の設立（企業グループの形成）ということは芝浦製作所の場合，前述の

ように３０年代後半まで待たなげればならなかった 。

　そして ，合併に先立つ半年同１』， ３９年１月に芝浦製作所は最後の定款変更を行

った。その中の事業目的を見ると ，実に，それは先に見た東夙電気の３８年の事

業目的に一字一句倣った全く同一のものに改められたのである。これは来るべ

き合併に備えた措置であったことは言うまでもなく ，このことにも東夙電気の

方が合併の主導権を確保していたことを窺うことができよう 。

　実際，両杜の合併条件を見ても ，旧株では東凧電気１００株に対して芝浦製作

所１１３株，また新株（１２円５０銭払込済）では東夙電気５０株に対して芝浦製作所の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
方は５０株プラス全額払込株３株，という比率で行われたのである 。

　しかしながら，表向きは種々の理由からあくまで芝浦製作所が主体となり ，

東凧電気を「対等合併」するという体裁か追求された。すなわち，合併に先立

つ２ケ月前，まず芝浦製作所の方が「東只芝浦電気」と自ら杜名変更したのち ，

東思電気を合併するという形式が選ぱれたのである。こうして「便宜上芝浦が

主体とな ったのであるが，形式はとまれ，実質は東凧電気か芝浦を合併したも
　　　　　　３２）
のと見てもい二」。

　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
　この形式と実質の違いについての理由の詮索より輿味深いことがある。それ

は， 両杜が合併に踏み切ったのには，前述のように技術的理由，すなわち個別

製品 レベルでの重電および弱電技術の統合という技術的かつ時代的要請があ っ

たわけであるが，このことと関連して，両杜合併の「前評判」の内容について

　　　　　　　　　　　　　　　　（６００）
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である。当時の経済雑誌から拾ってみよう 。

　つまり ，戦時統制経済かますます進展していく中ての　般的予想として，一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
方の重電中心の芝浦製作所の一層の発展可能性と ，他方の「民需」中心である

東京電気の側の衰退，という図式であ った。たとえぼ，「東京電気が臭余，平

和商晶を主とするのに対して芝浦は牽缶息を中心としてゐる。従って現下の情
　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
勢では芝浦の発展力の方が高く買はれる」。 あるいは，「当杜〔東凧電気〕の製

品は平和向けのものが多いから材料統制の束縛を受げるけれども ，世界有数の

研究所を利し新製品を次ぎ次ぎと製作するからとらとふ片壷去姦赤七去る。そ

して軍需転換の途もあるようだから今の処大して不安な刈。 あるいはまた ，

「将来のことを考へると ，牽缶中心あ圭油はいつか昭和７年以前のような反動

期に面することも当然予想しなげれぼならぬ。この場合，良毒｛、」あ麦景壷会

を包摂してゐることは経営の安定といふ点からも絶大な強味となるわげだ。反

対に東夙電気の立場としては，今後当分の間続くてあらうと思はれる軍需景気

の利益を，芝浦と合体することによっ て単独の場合よりも逢かに多量に吸収す
　　　　　　３７）
ることが出来る」。

　以上のように，合併前の両杜は，一方の東凧電気＝弱電＝民需中心と ，他方

の芝浦：重電＝軍需中心，という対立的な図式て　般的に受け取られていたの

である。しかも時局はますます戦争経済の真只中へ向かっていたのであり ，重

電中心の芝浦製作所の方に大きな期待か寄せられていた反面，東夙電気は多少

の不安をもっ て眺められていた。だからこそ，両杜合併の主導権を東京電気

（山口喜三郎）の方が握ってきた理由に関して，当時，「東京電気は平和向製品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
か多いため時局乗切の一手段として合併を選んだ，と解する論か根強」かった

のである 。

　両杜合併に関するこうした「前評判」の是非について，あるいは合併後にお

ける実際の進展については節を改めて考察することにしよう 。

（６０１）



１１４ 立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

３　東芝コンツェ ルンと軍需

（３）電気機械工業と統制

　　般に１９３７年夏からの日中戦争の本格化以降，日本経済は急速に戦時統制経

済へと移行し種々の統制政策か矢継早に実施され始めた。また，軍需生産か日

本経済において占める比重もこの時期から目増しに増大し，急速に戦争経済の

性格を帯びるようにな っていったのである 。

　　　　３９）
　電機産業におげる統制をみても，まず３８年３月に基礎資材たる鉄鋼の配給統

制機関として機械工業鉄鋼配給会か設立されたのを皮切りに，３８年９月に日本

電気機器工業組合，同年１０月に電気通信機工業組合（３９年７月に日本電気通信機

製造工業組合に改組），３９年８月に目本電気計測器製造工業統制組合などが相つ

いで設立された。また当時，数多くの電気機器製造企業が存在していたか，い

よいよ４１年８月の「重要産業団体会」公布にもとついて，電気機械関係の統制

会会員企業として２４５杜の指定が行われ（同年１１月），翌４２年１月には電気機械

統制会が設立されたのである 。

　この統制会は戦時における良由企業の産業別統制組織であり ，「軍需を除く

官需，民需，輸出等に関する生産，受注，配給，資材，労務等の需給，統制 ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
技術の向上，能率の増進，製品の検査等の事務を終戦まで取扱 ってきた」。 ま

た， その会長は「指導者原理」によっ て会員企業に対する広汎な権限を与えら

れる形をとっ ていた。しかし，実際には政府の側が統制会（およびその会員企

業）に対して，会長の任命権，定款変更の許認可権，調査命令権，事業施行命

令権などなどの強力な統制権限を手中にしていたことはよく知られており ，し

たが って，統制会は政府による会員企業（当該産業）統制のための中間者とし

ての役割を演ずることを期待されていたのである 。

　さて，その一つたる電気機械統制会（会長 ・安川第五郎 ・安川電機杜長）は ，

設立と同時に上記３工業（統制）組合を吸収し，さらにその他関連する１Ｏ余の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０２）
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団体をも統合して誕生した。東足芝浦電気はこの電気機械統制会には理事長他

を出すなと主カ メノハーであ った。また，同杜は，その事業範囲の広さから ，

同統制会の他にも鉄鋼統制会（４１年１１月），車靹統制会（４１年１２月），精密機械統

制会（４２年１月），あるいは鉄道軌道統制会（４２年５月）にも加入していた。し

かも ，同杜はその業界に占める位置から，上記の民問企業の諸統制会の他に ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
「軍関係の統制団体への参加を積極的に要請され」た。たとえば，海軍電気工

業会，海軍造船工業会，海軍造機工業会，海軍光学工業会，海軍工作機械工業

会， 海軍工具工業会，航空工業会，陸軍兵器工業会，なとにも参加していたの

である 。

　以上の軍関係統制団体のうち，同杜が初めて参加したのは４０年６月の陸軍兵

器工業会（通信機部会）への入会てあ ったか，反面，上記からも明らかなよう

に， 同杜が継続的に密接な関係を持ち続けたのは海軍であり ，なかでも海軍電

気工業会であ った。同会にはその会長として山口喜三郎が就き，また理事２名

をも送り出すなど，中心的 メンバー であ った 。

　さらに，戦時における産業 ・企業に対する統制法としては重要産業ごとに制

定された各種の「事業法」があ った。電気機械工業に関しては，４１年５月に

「重要機械製造事業法（法律第８６号）」が公布された
。

　　般に「事業法」は，産業別にその内容を異にするものの，周知のように ，

事業経営の許可制，種々の監督と保護措置，事業計画の事前届出制，そして軍

事上 ・公益上の諸規定と罰則，なとをその主内容としていた。全４３ケ条からな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
、４２）

る重要機械製造事業法もまた，いわゆる「“統制”と “保護”のメカニスム」

によっ て生産力拡充に資することを目的としていた。同法における「統制」と

は， たとえは，その１６条に「政府ハ重要機械製造事業者 二対 ！業務及財産 ノ状

況二 関シ報告 ヲ為サシムルコトヲ 得」，あるいは「業務及会計 二関 シ監督上必

要ナル命令 ヲ発シ又ハ処分ヲ 為スコトヲ得」とあり ，その手段として「当該官

吏ヲ！テ重要機械製造事業者，事務所，工場，倉庫其 ノ他 ノ場所二臨検 ！業務

若ハ財産 ノ状況又ハ帳簿書類其 ノ他 ノ物件 ヲ壷金セシムルコトヲ 得」と定めて

いた。他方，同法における「保護」とは，たとえは，各種課税の免除特典（４

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０３）
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～７条），土地収用権（８条），杜債募集特典（９条），輸入制限措置（１０条），命

令事業の損失補償（２０条），研究 ・試作の奨励金（３４条），など多岐にわた って

いた 。

　以上のように，当時の電気機械工業は戦時重要産業の一つとして，電気機械

統制会あるいは重要機械製造事業法によっ て「統制と保護」という ，政府（軍

部）による実質的統制の大きな網をかぶせられていたのである 。

　また，この時期の産業 ・企業に対する軍部の台産南管理の施策として忘れて

ならないものに「工場事業場管理令」かあ った。同令は軍需工業動員法（３８年

に国家総動員法に吸収）にもとつくものて，民間軍需品工場を軍管理工場として

指定し，監理官を直接に派遣して「当該工場事業場 ノ業務二付事業主ヲ指揮監

督」させたのであり ，また，その製造する「品目 ，数量，規格，完成期日ヲ指

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）
定：■軍需品 ノ生産 二関 ノ命令」するものであ った 。

　実際に同令によって軍管理工場としての指定が開始され出したのは３８年１月

からであ ったが，第１１表は主要な電気機械製造企業について，その工場指定状

況を見たものである。軍管理工場についてはまだ不明な部分も多く ，同表も第

１次から第１０次までをカヴ ァしているにすぎない。しかし，第１０次指定分まで

の範囲で東思芝浦電気関係についてみると ，合併前ては第１次指定で東思電気

無線（東只電気の子会杜）か，また第５次指定で芝浦製作所鶴見工場（第１０号館）

の名前が見られる。また合併後では，第９次（其の１）で子会杜 ・芝浦製作所

川崎工場か，第１０次で同じく子会杜 ・東夙電気小向工場か挙げられているにす

ぎない。つまり ，東思芝浦電気の場合，本体工場については最主要工場てあ っ

たとはいえ，わずかに第５次指定の芝浦製作所鶴見工場だけ（しかも ，その第１０

号館だけ）にすぎず，あとはすべて子会杜工場の指定であ った。このことは ，

当時の同杜の業界における比重の大きさから考えて，また他杜が本体工場を

次々と指定されている状況と比へてみても ，いささか奇異な感じを与えざるを

得ない。いくつかの資料から，東只芝浦電気本体のマソタ支杜管轄下の諸工場

が管理工場に指定されたのは，ようやく第１１次　第１３次（４２年３月）の間のこ

　　　　　　４４）
とと推定される。また，同杜『８５年史』によれぱ，遅れて「１８〔１９４３〕年１０月

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０４）
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第１１表　主要電気機械製造企業の管理工場指定

次 発令年月日 工場事業場名 管理範囲 陸海 陸軍管理受任官庁

安　立　電　気 工　　場　　全　部 共 兵器本廠
１ １９３８ ．１ ．１７ 東京電気無線 工場全部，但シ器材工場 共

ヲ除ク 兵器本廠

富士電機川崎工場 兵器工場，探照灯 共 兵器本廠
３ ３８．（４？） 日立製ｆ乍所安来工場 全　　　工　　　場 共 航空本部

日本電気芝浦工場 兵器工場全部 陸 造　兵　廠

４ ３８．４ ．２９ 沖電気高浜工場 兵器工場全部 共 造　兵　廠
日立製作所亀戸工場 特機工場 ・兵器工場 陸 造　兵　廠

沖電気芝浦工場 全　　　工　　　場 共 兵器本廠
三菱電機神戸製作所 小　　物　　工　　場 共 航空本部

５ ３８．９ ．１６ 海軍兵器関係工場 海

日本電気玉川向工場 工　　場　　全　　部 共 兵器本廠
芝浦製作所鶴見工場 第１０号館（海軍秘密工場） 海

東洋通信機東京工場 共→海
８ ３９．６ ．２８ 東洋通信機川崎工場 陸　　軍　　工　　場 陸 兵器本廠

海　軍　工　場 海

９ 日　立製　作　所
（其

日立工場山手工場 全　　　工　　　場 海

の ４０．３ ・１６ 日立工場会瀬工場
１）

特金工場 ・特機工場 海

戸　塚　工　場 特殊気化器工場他 海

芝浦製作所川崎工場 全　　　工　　　場 海

東京電気小向工場 部　　品　　工　　場 共 兵器本部
器　　材　　工　　場 陸 兵器本部

沖電気芝浦分工場 全　　　工　　　場 共 兵器本部
１０ ４０．７ ．２７ 三菱電機長崎製作所 全　　　工　　　場 海

東洋通信機長原工場 水　　晶　　工　　場 共 兵器本部
検　　査　　工　場 海

東洋通信機長原研究所 全　　　工　　　場 海

（出所）各次「支那事変陸軍管理軍而品工場名簿」「海軍管理工場名簿」なとにより作成。工場事業場名，管理範囲 ，

管理区分，は指定時現在。（共）は陸海軍共同管理を示す 。

には鶴見 ・京町 ・富士見町（絶縁線工場） ・三重 ・網干の各工場が陸 ・海軍の管
　　　　４５）
理工場とな」っ た， という 。このように，本体たるマツダ支杜の諸工場の指定

が， あるいは本体工場の中心的位置を占めてきた（第１０号館以外の）鶴見工場他

の指定が大幅に遅れた，ということは，本稿冒頭に掲げた「記事」内容と関連

付けて考えると ，実に興味深い事柄のように思われる 。

　　　　　　　　　　　　　　　（６０５）
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（止）軍需増犬と子会社設立

　さて，次に３７年度以降の戦時経済の本格化にともなう軍需の増大に対して ，

同杜が直接的にどのように対応したのかについて見てみよう 。

　因みに，この「軍需」とは言いかえれば「軍部による注文」のことであり ，

その大きさは企業の軍部（戦争経済）に対する依存度の大小を意味している 。

そしてその場合，留意すべきは軍需とは軍部へ直接的に納入する「直接軍需」

ばかりではなかったということである。すなわち，とりわけ重化学工業製品の

場合に多いか，迂回的にあるいは間接的に最終軍需品の一部となって軍部へ納

入されることになる「軍需品」も多かったのである。そして，その場合，軍部

（軍工廠）は，直接軍需品の製造に関わるこれら材料 ・部品 ・諸設備などの生産

についても ，資材統制 ・配給上の必要性から，必ずしも軍部へ直接納入される

わけではないものの，とくに証明書を発行するなどしていたのである。したが

って，一企業の軍需生産への依存度を量的に考察しようとする場合，これらの

いわば「間接軍需（充足軍需）」，あるいは「民証付き」製品をもそれに含めて

検討しなげればならないことは言うまでもない 。

　さて，日増しに増大する軍需注文に対応する施策として，まず，本杜組織内

に軍需（軍部）への窓口が形成されていった過程，およひ，軍需専門子会杜の

設立の過程，の両者について見てみよう 。

　１）軍需に対する窓 口

　合併前の芝浦製作所と東思電気とを比へると積極的に応じたのは芝浦製作所

の方であ った。同杜は早 々に３７年９月 ，軍に対する窓口として特に臨時軍需品

部を新設，これは翌年５月には軍需品部と改称して「独立部門としての体形を
　　　４６）
ととのへ」た。また，同年８月 ，商務部内にも別途に軍需課が新設されている 。

これらの分掌内容をみると ，前者の軍需品部は「軍 ノ要求 二適応スル為軍需品

製作 ノ促進，軍需品ト　般註文品トノエ程調整」を行ない，また後者の軍需課

はより具体的に「軍需品 ノ営業 二関スル事務，軍需品調達二関スル軍 ノ計画 二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）
対！資料 ノ提供其他軍関係官公署トノ 連絡事務」を行うことにな っていた。第

１２表は旧芝浦製作所（合併後は芝浦支杜）の軍需品受註高およぴその比率の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０６）
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を示している 。

　他方，東夙電気の方は，当初特に専

第１２表　芝浦製作所（芝浦支杜）

　　の軍需品受註高

門的部署を設げず，販売部官庁課の一

部で軍需品関係を扱ってきた。しかし ，

やがて合併後の４０年１月にはマツダ支

杜の事務部の中に軍需課を新設，さら

に４２年３月には軍官需部と昇格させ ，

その下に陸軍課 ・海軍課 ・官庁課をお

いている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）　［８５年史』１５５ぺ 一ジ 。

　これはマソタ支杜の事業が急速に軍

受註高合計 軍需品受註高 比率

１９３６上 １， ５７１万円 ６６万門 ４． ２％

下
１， ７３６ ６６ ３． ８

３７上 ２， ５７５ １４９ ５． ８

下 ４， ０３４ ３９１ ９．
７

３８上 ５， ２９４ ６４１ １２ ．１

下 ４， ５９６ ５０３ １１ ．Ｏ

３９上 ７， １０２ ７８６ １１ ．０

下 ５， ４７０ ８６８ １５ ．７

４０上 ８， ６６３ １， １４２ １３ ．２

需中心に転換されていったことと無縁ではなかった。たとえば，太平洋戦争開

始時の４１年度には（直接及充足）軍需比率は３７％であ ったものが，４２年度には

４５％，４３年度には７０％を越え，４４年度には実に９０％近くにまで急増したのであ
４８）

る。 いうまでもなく ，このことは合併前の「前評判」や予測を大幅に覆えすほ

との急激な軍需転換であ った 。

　２）子会杜の設立

　さて，以上の親会杜内組織における軍需増大への対応は，軍需専門の手会在

を別途に設立して軍需部門を本体から切り離すという同杜の姿勢とともに考察

されねぼならないことは断わるまでもない 。

　たとえば，その代表的事例として，同杜（芝浦支杜）は３９年１２月に「急増す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９）
る軍需に備えて新しく軍需品専門の株式会杜芝浦製作所を設立」した。しかも ，

「以後，当杜重電部門に対する軍需品の注文は，この芝浦製作所を窓 口として

受注し，一部部品または半製品を逆に親工場である鶴見工場に依頼する形式を
　　５０）
とっ た」のである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１）
　あるいはまた，東夙電気か３５年１０月 ，「真空管と無線機生産の専門会杜」と

して東夙電気無線を設立したことは前にふれた。親会杜の東夙電気（または合

併後の東京芝浦電気マツダ支杜）の方は各種真空管のうち特に受信管の製造を中

心とし，子会杜の東足電気無線の方は主として送信管を製造していたが，受信

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０７）
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管も陸海軍向けの一部は東夙電気無線が製造した。しかも ，マソタ支杜で製造
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２）
された製品は子会杜の「東思電気無線を通じて軍に納入された」のである。い

うまでもなく東夙電気無線の「製品はその設立の趣旨からい って，当然，軍需

関係が大部分を占め」ていたのであり ，同杜の軍部に対する窓口についても ，

３８年１０月に営業部の組織改正が行われ，その第一課を海軍関係，第二課を陸軍

関係，第二課をその他の営業とし，また海軍との連絡を密接にするため３９年以

降に呉 ・横須賀 ・佐世保などに出張所を開設，さらに４３年５月には第一営業部

（海軍関係），第二営業部（陸軍関係），第二営業部（その他）を置くなどしたので

ある 。

　さて，以上の２子会杜，芝浦製作所およぴ東凧電気無線のうち，芝浦製作所

については次項で芝浦支杜との関連で別に見ることとして，ここでは東思電気

無線についてだげ少し詳しく見ておくことにしよう 。

　３）子会杜 ・東凪電気無線

　戦時下の東芝 コソソェ ル：／の数多くの子会杜の中で最も顕著な発展を遂げた

のは東凧電気無線であ った 。

　そもそも ，１９２０年代に入り次第に実用の途を広げ出したわが国の無線機器

（通信）工業は，１９３１年の満州事変勃発以降さらにその発展を加速した。「無線

機器は単に　般通信用のみならず国防上必要欠くへからざる重要軍需品とな っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３）
たので，鋤こ無線工業は更に一段の飛躍を強要せらる二 情勢とな」っ てきたの

である 。

　東思電気もまた，１９１６年に真空管の研究設備を設け，その試作研究に着手 ，

翌年にはわが国最初の真空管製造に成功して以来，その後２０年代半ぱ以降のラ

ジオ放送の普及発展とも重なって製造技術に長足の進歩を遂げた。また，とく

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４）
に「軍部，逓信等の各方面より大量納入と製造促進の特命を受げ」た。こうし

て３０年代初めには，同杜は「各種無線機器（主として無線電信，電話用）の製作

販売を行ふことを中外に発表し　　優秀なる製作技術は本邦無線工業界を指導
　　　　　　　　　　　　５５）
する立場を占め得るに至った」のである 。

　東夙電気は３４年１月 ，こうした状勢の中で従来の研究所から設備一切を分離

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０８）
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して新たに「無線部」を設

置， さらに３５年１０月に無線

部を独立させ子会杜として

設立したのか東夙電気無線

（資本金６００万円，取締役会長

　山口 喜三郎）であ った 。

したが って，当初の子会杜

・東只電気無線は「機械設

備は勿論，事業関係の全従
　　　　　　　５６）　　　　担
業員を継承して」，親会杜　■
　　　　　　　　　　　　　垣
の構内で事業を開始したの　 雨
　　　　　　　　　　　　　

口昌

である。しかし ，翌３６年６　轟
　　　　　　　　　　　　　刈
月から川崎市柳町に新工場嚢

　　　　　　　　　　　　　舶建設が開始され，３８年４月　 Ｑ

には本杜も柳町へ移転した。繁
　　　　　　　　　　　　　嶺
親会杜の合併による東芝 コ　辰

　　　　　　　　　　　　　胆
ソツェ ルソ 誕生の時点　悼
　　　　　　　　　　　　　嵌
（１９３９年）における同杜の営

　　　　　　　　　　　　　脂
業種目は「各種無線機並二　雪
　　　　　　　　　　　　　搬
真空管，機器測定器及部分

品， 無線用絶縁体，各種応

用装置其他器材製品等 ノ製
　　５７）
造販売」とな っていた。ま

た， 同時点におげる同杜の

工場は柳町の他に，小向工

場（川崎市，無線部品工場） ，

天津分工場（無線機製造工

場）の２工場を擁し，出張
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所も国内１１，海外４を数えるほどで，短期間に急速に陣容を整備したことがわ

かる 。

　第１３表はそうした同杜の急速な発展状況についてまとめたものである。前述

したように，同杜は４３年７月に再ぴ親会杜に吸収合併され，東夙芝浦電気の

「通信工業支杜」として組み込まれることになる。したが って，同杜の寿命は

設立以来７年有余という短かい期間にすぎなかったが，この間，公称資本金は

６倍，総資産は２４倍，従業員数は１５．５倍という驚異的なものであった。また ，

この間における同杜の売上高も実に１６．６倍にも伸びたのである。とくに，その

内の無線機は３０．２倍という異常な伸びを見せ，最終期には同杜売上高の４８．６％

を占めるに至った 。

　こうして，東尺電気無線（３９年９月，「東只電気」と改称）は太平洋戦争開始前

までは，放送機 ・船舶無線機 ・有線機たど「民需品」の比率も３割内外を占め

ていたものの，４３年に「通信工業支杜」となって以降はその比率はわずか数％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８）
にすぎなくな った。同支杜は「全工場あげて電波報国の戦場」と化したのであ

る。 その後も ，「３支杜中に占める通信工業支杜の比重は急速に高まり ，当杜

　　　　　　　　　　第１４表　東只芝浦電気の部門別売上高

東京芝浦電気 重電部門 軽電部門 東京電気（無線） その他
１９３９下 ５５百万円 ３， ３１９万円 ２， １５０万円 １， ０９４万円 ＿万円

４０上 ６９ ３， ６２８ ２， ７２７ １， ４５８

一
下 ７８ ４， ０２２ ３， ２０５ １， ５４７

一
４１上 ８３ ４， ２２２ ３， ６４３ １， ９６７

１
下 ９３ ４， ４１６ ４， ２１６ ２， ５８６

一
４２上 １０４ ４， ９２４ ４， ９０１ ３， ４１３

一
下 １１８ ４， ８９９ ６， ４３９ ３， ７５８ ４９７

４３上 １１９ ４， ７２９ ６， ４９８ ４， ５２９ ７３９

下 １８１ ４， ６３７ １２，６２７ ８５１

臨 １８１ ４， ２７０ １３，１０４ １， ８３８

４４上 ３０８ ５， ０２１ ２２，４９６ ２， ８４９

下 ３６９ ５， ７４６ １２，０８６ ？

（出所）長谷川信ｒ電気機械工業の形成と発展」［神奈川県史 ・各論編（２）』１９８３，２７５ぺ 一ジ。ｒ重電部門」は芝浦支

　　杜（重電機製造所）と車両製造所の合計。ｒ軽電部門」はマツダ支杜（軽電機製造所）と通信工業支杜 ・電子

　　工業研究所の合計。ｒその他」は足立製鋼所 ・耐火物製造所 ・特殊合金工具製造所 ・化学製造所の合計。ただ

　　し，軽電部門の４４年下期の数字には疑問が残る 。

（６１０）
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　　　　　　　５９）
生産の主軸をなす」までに至り ，さらに４４年頃からの同支杜の生産高は「芝浦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
６ｇ）

支杜 ・マツダ支杜の両杜をあわせたものに近つ」くほどの急成長を遂げたので

ある 。

　子会杜であ ったとはいえ，あるいは通信工業支杜（さらには，４４年３月以降の

通信機製造所）とな って以降も ，東芝 コソツェ ルソにおける軽電部門の代表で

あっ た無線機生産の戦時下でのこうした急膨張ぶりをみると ，先にふれた３９年

合併をめぐっ ての「前評判」や予測が決して妥当性をもっ たものでなかったこ

とは明らかである。そのことは，第１４表に掲げた東凧芝浦電気の部門別売上高

の推移が明瞭に示している。あるいは，次に重電部門の内容について検討を加

えることによっ て， さらに明白なものとなろう 。

（ｃ）重電部門と軍需

　　芝浦支社と子会社 ・芝浦製作所

　３９年７月に東夙芝浦電気か誕生したあと ，一方で東思電気無線か旧親会杜の

杜名をそのまま受け継いで「東思電気」と改称したのと同様に，他方で，芝浦

支杜の子会杜 ・芝浦京町製作所もまた旧親会杜の杜名を受げ継ぎ「芝浦製作

所」と改称した。東京芝浦電気の誕生によっ て消え去ったはずの東夙電気およ

ぴ芝浦製作所という旧杜名は，東芝 コノソェ ルン内部で軍需品生産を専門とす

る二つの「子会杜」に姿を変えて再登場したのである。以下では，同 コンツヱ

ルノ内の重電部門の中心であった芝浦支杜およぴ子会杜 ・芝浦製作所に焦点を

しぽって見てみることとしたい 。

　芝浦製作所は軍需品専門の子会杜として ，３９年１０月 ，まず芝浦京町製作所

（資本金５００万円）として設立され，同年１２月に芝浦製作所と改称した。当初は

芝浦支杜鶴見工場の第５ ・第１０号館の建物 ・設備および従業員約６００名を引き

継いて操業開始した。すなわち，先に見た東尺電気の場合と全く同様に，「子

会杜」といっても当初は親会杜の既設工場の一部を仕切って操業開始したにす

ぎなかったのである。したか って，「芝浦製作所は軍需品を作るために創設せ

られた当杜の子会杜であるが，当杜というよりも芝浦支杜の子会杜，或はさら

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１１）



　１２４　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

に極言すれば∴土易であ った。例えぱ受註，生産割当はいうに及ばず人員，採
　　　　　　　　　　　　　　　　　６１）
用まですべて芝浦支杜が采配を振った」のである 。

　その後，芝浦製作所は需要急増に追われて４０年に川崎工場，４１年に大船工場

を相ついで建設し，鶴見工場での作業を両工場へ移管した。また，４２年には資

本金を１，８６０万円に増資した。さらに同杜『営業報告書』によっ て４０年下期か

ら４３年下期までの資産額の推移をみると ，わずか３年で５．３倍にも急膨張した

ことがわかる。こうして芝浦製作所は「１８〔１９４３〕年ころから独皿会杜として

の体制をとり ，資材割り当てのつごう上，航空機関係の受注窓口を芝浦製作所 ，
　　　　　　　　　　　６２）
艦船関係を鶴見工場とした」のである 。

　さて，第１５表は芝浦支杜およぴ子会杜 ・芝浦製作所を合わせた生産高（ｎ・ｔ）

の推移とその内訳を一覧したものである 。

　同表を見てまず第１に気付くことは，全体的に同杜の重電部門（とくに芝浦

支杜）の生産局の伸ぴが鈍いことである。前掲第１４表でも見たように，東思芝

浦電気全体の売上高の伸びは，たとえば３９年下期から４３年上期まで（通信工業

支杜の組み入れ前までの２支杜体制期）において２．７倍を示していた。その内，マ

ソタ支杜の伸びはこの間３０倍であったのに対し，芝浦支杜のそれは１４倍にす

ぎなかったのである（因みに同期間における子会杜 ・東京電気のそれは４．１倍）。 し

たがってまた，全体に占める芝浦支杜の売上高比率も ，合併時には６割を占め

ていたものが４２年下期には過半を割り ，４３年上期には４割へと減少したのであ

る。 しかも ，４３年下期以降の３支杜体制期に入ると ，なかでも無線機部門（通

信工業支杜）が一層急速に成長して４４年上期には全体の４割近くを占めた反面
，

重電部門の方は１６％にまで低落した 。

　第２に，重電部門の軍需比率が「前評判」とは全く逆に予想以上に低かった

ということである。同表で見る限り ，それは次第に上昇しつつあったとはいえ ，

４４年上期まで過半を越えることがなかった。しかも，同表は軍需専門子会杜で

ある芝浦製作所を含めた数字であり ，芝浦支杜の分だけを計算すれはさらに比

率は低くなる 。

　すなわち第３に，重電部門の軍需生産高のうち，子会杜 ・芝浦製作所の占め

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１２）
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第１５表　芝浦支杜 ・芝浦製作所の生産高推移 （単位 ：万円）

期 軍　　　需 その他 合計
比率（％）

受註高内訳 ・合計 註完内訳 ・合計（Ａ） うち芝浦
（Ｂ） （Ａ）十（Ｂ）

製作所（％）
い） （Ｂ）

海
２７８

９．
７

３８下 ６９ 陸 １， ４３０ １， ９２３ ３， ２ ７４ ．３

民証 ２４６　４９３ １２ ．８

海　　５７１　　　　　８６６

　　２９５

２５６

３７２

１２ ．２

３９上 ７０ １１６ １， ５２５ ２， １０２ ５． ５ ７２ ．６

民証　　３９２　１ ，２５８ ２０５　　５７７ ９． ７

海　　５４４
６９８

１４ ．７

３９下 ７１ 陸　　１５４
１， １７９ １， ８６２ １０ ．１ ６３ ．３

民証 ２２２　６８４ （　） １１ ．９

海　　３１０
４０６

２３５

３８７

１２ ．１

４０上 ７２ 陸　　９６ １５２ １２９ １， ２７７ １， ９３８ ７．

８ ６５ ．９

民証 ２７４　６６１ （１９ ，５） １４ ．２

海　　３２８　　　　　５２２

　　１９４

３５９

５３６

１３ ．５

４０下 ７３ １７７ １９１ １， ７７１ ２， ６６６ ６． ６ ６６ ．４

民証　　６６　５８８ ３５９　８９５ （２１ ．３） １３ ．５

海　　４６５　　　　　６８１

　　２１６

１３ ．０

４１上 ７４ １９６ １， ８２０ ２， ６４４ ５． ８ ６８ ．８

民証　　２３８　９１９ ３２８　　８２４ （２３ ．８） １２ ，４

海　　６０２　　　　　９４６

　　３４４

１０ ．３

４１下 ７５ １８０ ２， ４３２ ２， ９７２ ４．
４ ８１ ．８

民証　２０７１ ，１５３ １０４　５４０ （３３ ，３） ２．
５

海　１ ，７５２ ２， ２１７

４９６

６０９

１６ ．１

４２上 ７６ 陸　　４６５ １１３ ２４１ ２， ２５３ ３， ０７２ ３． ７ ７３ ．３

民証　　６８２ ，２８５ ２１０　８１９ （２９ ．４） ６．

９

海
４， ０６５

７７０

９４６

２２ ．１

４２下 ７７ 陸 １７６ ４２１ ２， ３８５ ３， ４７７ ５． １ ６８ ．６

民証 １４７　１ ，０９３ （３８ ．５） ４． ２

海　３ ．８５４　　　　４ ，９８６
　１ ，１３２

１， ０８８
１， ３３６

３０ ．０

４３上 ７８ ２４８ ４６０ ２， １６９ ３， ６２６ ６． ８ ５９ ．９

民証　　３２７５ ，３１３ １２１　１ ，４５７ （３１ ．６） ３． ３

海
４， ３７１

１． ３７７　　１
．５５５

７８

３９ ．４

４３下 ７９ 陸 ７１３ １， ８７４ ３， ４９４ ５． １ ５３ ．６

民証 ６５　１ ，６２０ （４４ ．０） １．

９

海　６ ．５８９　　　　８，２８１
　１ ，６９２

１． ９２４　　２
．２３６

１２

３８ ．８

４３臨 ８０ ９９７ ２， ６８６ ４， ９６０ ６． ３ ５４ ．１

民証 ３７　２ ，２７３ （４３ ．９） ０． ８

４４上 ８１ ４９ ．０ ５１ ．０

４４下 ８２ ７０ ．０ ３０ ．０

（出所）同杜「杜史資料」，その他より作成。空欄は不明 。

（６１３）
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る比率か急速に上昇したのであり ，４３年度には４０％台を占めるまでに増大した
。

このことは，次に見るように，他方の芝浦支杜の側で軍需生産か思うように伸

展しなかったことを意味する 。

　つまり ，第４に，軍部からの受註高はとくに太平洋戦争突入後に急激に増大

したことがわかるが，それに対する同杜の註完（消化）率の伸びは極めて悪く ，

軍部の期待にほとんど応え切れていなかったということである 。

　同表によっ て註完率を計算したのが第１６表である。もちろん，受註品の中に

は年度を越えてまたがるものなどがあり ・　　　第１６表重電部門の註完率

単純に各期毎に計算しうるわけではない

が， 大凡の傾向は見てとれよう 。同表に

よれば註完率は傾向的に（とくに４１年度

以降は急激に）低落していたのである 。

これは受註と消化力との間に大きな差異

があ ったことを意味しており ，まさしく

「以上の如く多額の受注を擁し，しかも

１期１，ＯＯＯ万円足らずの消化力なき現状　　 （出所）第１５表より計軋空欄は不明 。

　　　　　　　　　　　　　　　６３）
では約１０ケ月の納期遅延は必然なり」という状況に陥っていたのである 。

　この消化率は，第１７表のように「民需品」をも含めると ，４３年臨時期，４４年

上期については若干持ち直していることがわかる。しかし，問題なのは芝浦支

杜の生産局全体の６割内外を担っていた中心工場たる鶴見工場（京町工場を含

む）の消化率の悪さである。見られるように同工場は芝浦支杜（重電機製造所）

全体の消化率すら下廻っていたのである 。

　こうした註完率の悪さ，あるいは著しい納期遅延に対する反応か各「期末報

告」に現われ始めたのは当然のことであ った。たとえぼ，７４期（４１年下期）の

それには「呉工廠をはじめ艦本及他親会杜等より芝浦を非難し来る者続出その
　　　　　　　　　６４）
応接に違なき状況なり」と述べられている。あるいは，７５期のそれが述べるよ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５）
うに「芝浦信頼出きずとの非難の声多く全く四面楚歌の重囲の中」へ同杜は追

い込まれていったのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１４）

直接軍需のみ 民証含む

１９３８下 ８８．８％ ％

３９上 ４３ ．０ ４５ ．９

下 ６６ ．３

４０上 ９５ ．３

下 １０２ ．７ １５２ ．２

４１上 ７２ ．８ ８９ ．７

下 ４６ ．１ ４６ ．８

４２上 ２７ ．５ ３５ ．８

下 ２３ ．３
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第１７表　芝浦支杜と鶴見工場の受註 ・消化状況

１２７

芝　浦　支　杜 陸 海 他

当期受註高
期納入高

９， ９５３万円

，２６９

１７．０％４，６ ６６．２％６３．Ｏ １６．６％３２．４

４３年臨時期

当期註完率
４２ ．９％

累積註完率
１３．６％ 陸 海 航 他

当期受註高
期納入高

８， ２９５万円

，０２１

１７．８８．３ ４３，０５１．５ １１，７１０．８ ２７，５２９．４

４４年上期

当期註完率
６０．５％

累積註完率
１４．２％

鶴見工場（含京町工場） 陸 海 他

当期受註高
期納入高

６， ４６９万円

，５４２

１０．７％３．４ ６８．２％５６．７ ２１．１％３９．９

４３年臨時期

当期註完率
３９．３％

累積註完率
１４ ．１％ 陸 海 航 他

当期受註高
期納入高

５， ７５４万門

，９８９

２２．１７．９ ４４，９５１．３ ６，７１４．５ ２６，３２６．３

４４年上期

当期註完率
５１ ．９％

累積註完率
１４ ．１％

（出所）同杜「杜史資料」より作成 。

　こうした不振の原因を，たとえば７２期「期末報告」は次のように列挙してい

た。

　　１　各工場のｕｎｂａｌａｎｃｅ

　　　　　　　　　　　　　　　　　６６）
　　２ ．制御装置 ・配電盤の京町〔工場〕移転

　　３ ．動力の制限

　　４ ．外註材料及下請工場円滑を欠く事，物質の統制

　　５ ．機械加工誤〔り〕多きこと ，素人工の増加

　　６ ．大物註完の少なか ったこと

　また，７３期のそれは次のように注目すべきことを述べていた。「現在短納期

あ牽あ庄立由壬鼻退しおる現状に付，短納期のものも受註し得る余力あるよう

　　　　　　　　　　　　　　　（６１５）
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人員を増し，早や目に外註等の手配をなす様希望す」。 さらに，とりわげ７５期

のそれには，以上の諸原因に加えて「軍第一主義が全従業員に徹底しておらざ

る為か〔軍需品生産が〕表由しとなるものあり」と述べているのが注目される
。

すなわちｒ工場のｂｕｄｇｅｔは良去あ夫あをＰｉｃｋｕｐし義ら壬牽南と向みらるる

傾向ありて軍需生産は減少するにつきもっと軍第一主義を徹底せしむること」

と述懐さえしていたのである 。

お　わ　り　に

　以上見てきたように，東思芝浦電気，とくにその重電部門の軍需生産の状況

は少なくとも４３年頃までは軍部の要求にほとんど応えるものではなか った。た

とえば，第１８表は重電機製造所の注文品未出荷残高を示したものである。見ら

れるように１９４４年３月末現在て実に２億５千万円余もの未消化分を計上し，納

期を大幅に遅延せざるを得ない状況に追い込まれていたのである。そして，こ

うした状況に対する不満の累積された結果こそが，本稿冒頭に掲げた『ダイヤ

モンド』の批判記事となって端的に噴出したと言うべきである 。

　そこで最後に，これまで本稿で述べてきたことから，『ダイヤモンド』の批

判記事について次のような コメソトを加えることも可能となろう 。

　つまり ，この批判記事には当時の二つの暗黙の思い込みが端的に含まれてい

た， ということである。一つは親 ・子会杜間の関係の理解に関わる思い込みで

あり ，もう一つは重電部門をそのまま軍需部門とする思い込みである。そして ，

この二つの無意識の思い込みがあったがためにより一層，当該「記事」の執筆

者の筆致が鋭くさせられていたということである 。

　前者については，なるほど，これまで見てきたように，重電部門のうち，と

くに親会杜（芝浦支杜）の成績は軍部の要求に応えるものではなか った。冒頭

「記事」の攻撃も親会杜（芝浦支杜）に向けられており ，そのことはとくに「仔

会杜で作ってゐるからい二 といふのでは策が無さ過ぎる」という記述にもよく

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１６）



　　　　　　第１８表

（１）受註年度別残高

　東芝 コンッェ ルンの成立と軍需（下谷）　　　　　　　　　１２９

重電機製造所の注文品未出荷残高（１９４４年３月末現在）

　（２）得意先別注文品未出荷残高

　年度
１９４０

４１

４２

４３

４４

計

　　万円
１． ３２３

２． ７１５

５． ０２４

１１ ．２０９

５， ３１８

２５ ，５８９

艦政本部
３， ３５７万円 兵器行政本部 ２５８万円

横須賀工廠 ８７

航空工廠 ３

呉　工　廠 １６６

海 技術本部
３８

広　工　廠
１１ 陸

軍 軍 需品本廠 ４

関 佐世保工廠 ４７ 関
係

東京第一造兵廠 ２１３

航空技術廠 ６
係
東京第二造兵廠 ３１

（直

第一航空廠 ２６
（直

接
名古屋造兵廠 ２５

鎮海工作部 ２５０ 接
軍 軍 大阪造兵廠

３１

需 第一燃料廠 １９ 需 技術研究所 ７７

） ）
第四燃料廠 ３４７ 其 他 ２５

其 他 １６７

小　　計 ４， ４８４ 小 計 ７０５

間足 間足
接軍 ６． ７５７ 接軍
充需

２， ５０８

充需

計 １１ ，２４１ 計 ３， ２１３

軍需省関係 其 他官 庁

航空兵器
７０１ 運通省関係

１， １３６

機　械　局
９， ２７５ 内務省関係 ２４

計 ９， ９７６ 計 １， １６０

総　　　　　計 ２５ ，５８９

（出所）同杜「杜史資料」より作成 。

現われていた。すなわち，暗黙裡に子会杜を別法人として親会杜から切り離し
，

その上で主に親会杜の不成績を難詰していたのである。あるいは，軍需生産を

子会杜に集中させ親会杜はなるへくそれに深入りしないという ，同杜の姿勢そ

のものを糾弾していたかに見える。しかし，現実には子会杜（芝浦製作所）が

親会杜の一工場たるべき存在にすぎなかったことはこれまで見てきた通りであ

る・ だからこそ，逆に，同杜の側からは，芝浦支杜（鶴見工場）の軍需転換か

遅れた一理由として「芝浦製作所に力をそ 二いだこと ，別会杜というが全く芝

浦支杜の∴会土易として幹部は考えていた。芝浦支杜の軍需を考える時は当然
　　　　　　　　　６７）
これを含むべきである」という弁明がなされ，あるいは「芝浦支杜の軍需を論

ずる時はマソタ支杜の東夙電気無線に於げるが如く ，それ以上に芝浦製作所を

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１７）



　１３０　　　　　　　　　　　立命館径済学（第３９巻 ・第５号）

　　　　　　　　　　６８）
脱することは出きない」という当然の反論も生じたのである。もち論，子会

杜・ 芝浦製作所を含めても軍需比率か思いの外伸ぴなかった，という事実は前

に見た通りである 。

　そこでより重要なのは後者である。既に合併についての「前評判」として検

討したように，ｒ１４年７月に芝浦製作所と東凧電気は合併したのであるか，当

時の世評としては芝浦製作所は軍需に伸ぴるから心配はないか東夙電気の方は

平和産業であるのでとうであろうか　　〔ところか〕芝浦支杜の軍需は期待を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６９）
持たれていたのであるが実際の伸びは期待に副わざるものがあ った」。 すなわ

ち， 当時，　般に「重電部門：軍需」という単純な，しかし抜きかたい思い込

みが広く存在していたことに加えて，その期待はこれまで見てきたようにほと

んど満たされなかったわけである。そして，その思い込みにもとづく期待が大

きかったほど一層，実際の重電部門の不成績に対する風当りもそれだけ強くな

ったのは，むしろ当然であったと言うべきなのである 。

１）　『ダイヤモ：／ド』１９４４年２月２１日号，２０ぺ 一ジ。引用文中の〔〕内，および

　傍点は引用者，以下すべて同様 。

２）同杜杜史資料ｒ芝浦支杜と軍需」には，同記事の紹介の箇所にｒこれは陸軍が

　書かしたものではなかろうか」という添え書きが見出せる 。

３）以下はｒ芝浦製作所６５年史』１９４０，『東凧電気株式会杜５０年史』１９４０，『東凧芝

　浦電気株式会杜８５年史』１９６３，［東芝百年史』１９７７，を参照した 。

４）同上『８５年史』 ，８８９べ一ジ 。

５）同前，１８８べ一ジ 。

６）同前，１１０べ一ジ 。

７）同前，１９３べ 一ジ 。

８）鶴見工場は芝浦製作所の中心工場であり ，第１期（１９２３－２５年），第２期（３０ ，

　３１年）工事で基礎が固められ，その後，３０年代後半に大型機械組立仕上工場，軍

　需品工場，大型鋳物工場などが増設された。また，三重工場は小型電動機，仁川

　工場は中小型電動機，変圧器，配電盤などを中心としていた 。

９）「本年上期末の総資産は１１億２千６百万円となり ，１５年上期の４倍近い膨張と

　な った。同業日立製作所も積極会杜の代表的なものであるが，この期間に於ける

　膨張率は当杜の方がや 二優る状態である」。ｒダイヤモ１■ド』１９４４年９月１１日号 ，

　１５ぺ 一ジ 。

（６１８）
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１０）前掲『５０年史』１６３べ 一ジ 。

１１）同前，２０２べ 一ジ 。

１２）　『東洋経済新報』１９４０年４月２７日号，１１２ぺ 一ジ 。

１３）下谷政弘「新興 コンツェ ルンと企業グループ」『経済論叢』第１３７巻第２号 ，

　１９８６。なお，「企業グループ」概念については，下谷「企業グループと産業融合」

　同前，第１３８巻第５ ・６号，１９８６，坂本和一・ 下谷編『現代日本の企業グループ』

　東洋経済，１９８７，などを参照 。
１４）　『東洋経済新報』１９４０年４月２７日号，１１２べ 一ジ 。

１５）前掲『５０年史』６２６ぺ 一ジ 。

１６）同前，６２７べ 一ジ 。

１７）　『東洋経済新報』１９４２年１月３１目号，３１べ 一ジ 。

１８）前掲『５０年史』２０３べ 一ジ 。

１９）両杜合併の経緯については，前掲『８５年史ｊの他，長谷川信「電気機械工業の

　形成と発展」『神奈川県史 ・各論編（２）産業 ・経済』１９８３，など参照。また，ＧＥ

　杜については，坂本和一『ＧＥの組織革新』法律文化杜，１９８９，参照。また，同

　コンツェ ルソの下請については，植田浩史「戦時統制経済と下請制の展開」近代

　日本研究会『戦時経済』１９８７，山川出版，２１２－２０ぺ 一ジ 。

２０）前掲『８５年史』９３０ぺ 一ジ 。

２１）同前，１３５べ 一ジ 。

２２）　同前，１０８べ 一ジ 。

２３）　『ダイヤモソド』１９４０年１２月１１号，６４べ 一ジ 。

２４）同前，１９４１年７月１日号，１５６べ 一ジ 。

２５）２６）『東洋経済新報』１９４１年３月１５日号，４０ぺ 一ジ 。

２７）同前，１９４２年５月２日 ，２５－６べ 一ジ 。

２８）芝浦製作所の「取締役杜長」のポストは１９３５年５月３０日の定時株主総会におけ

　る定款変更によっ て， 以後，「取締役会長」と改められた。なお，山口 喜三郎に

　ついては同編集委員会編『山口 喜三郎伝』１９５０，参照 。

２９）以下はそれぞれ前掲『６５年史』および『５０年史』による 。

３０）　同杜第６９回『営業報告書』。

３１）３２）　『東洋経済新報』１９３９年２月１１日号，５２べ 一ジ 。

３３）　とくに，両杜合併に対する三井（物産）の態度，などについて，前掲，長谷川

　論文，参照 。

３４）「合併時における主要製品は，電球 ・積算電力計 ・真空管の三つであ った。こ

　れら３大製品はいずれも平和産業であったので，戦時色濃厚とな った合併時には ，

　軍需品がほとんどないということで先ゆきをあやぶむ向きもあ った」。 前掲『８５

　年史』１６１ぺ 一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１９）



１３２　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

３５）　ｒエコノミスト』１９３９年２月２１日号，３９べ 一ジ 。

　３６）　『ダイヤモンド』１９３９年２月１日号，１０１べ 一ジ 。

３７）　ト コノミスト』１９３９年２月２１日号，３９べ一ジ 。

３８）　『東洋経済新報」１９３９年７月１５日号，１３３べ 一ジ 。

３９）戦時における電機産業については，前掲 ・長谷川論文のほか，以下の吉田秀明

　　論文を参照。「戦時重電機企業における製品の “軍需化”と軍需生産における多

　　角化」『大阪経大論集』第１５９－１６１号，１９８４，「戦時重電機企業の資本蓄積」同 ，

　　第１７２号 ，１９８６，「通信機器企業の無線兵器部門進出」下谷編［戦時経済と日本企

　　業』昭和堂，１９９０ ．

　４０）東洋経済新報杜『昭和産業史』第１巻 ，１９５０，３８１べ 一ジ。また，通商産業省

　　編ｒ商工政策史』第１１巻，１９６４，参照 。

　４１）前掲『８５年史』１７８べ 一ジ 。

　４２）本間重紀ｒ戦時国家独占資本主義の法体制」東京大学杜会科学研究所編『戦時

　　日本の法体制』東大出版，１９７９，２４１べ一ジ 。

　４３）工場事業場管理令については，下谷政弘「１９３０年代の軍需と重化学工業」同編 ，

　　前掲書，１９９０。また，防衛庁研修所戦史室ｒ戦史叢書 ・陸軍軍需動員（２）実施編』

　　１９７０
．

　４４）陸軍省整備局工政課「陸軍管理工場代表者並事業管理人名簿」（４２年３月）に

　　はマツダ支杜（山口喜三郎）が記載されている。第１３次（其２）指定は４２年３月

　　２０日であり ，また，第１４次指定は同年５月１６日であ った 。

　４５）前掲［８５年史』１５９ぺ 一ジ。なお，同杜「杜史資料」にはｒ管理工場の件」と

　　して次の輿味深い記述がある。「戦争の進展に伴いあらゆる方面に於て行きづま

　　りの状勢に立ち至り ，軍をｂａｃｋに即ち管理工場となりて軍直接援助を得てゆか

　　ねは到底工場の運営は困難なる事情に迫られたるを以て，艦本三部艦本総務二課

　　等に陳情，鶴見 ・京町 ・富士見町 ・三重 ・網干の海軍管理を切望す。１８年７月１５

　　日付第１７次として富士見町が陸海管理工場となる。その他の工場については猛烈

　　に陳情，種々調査書類を提出，第１８次には必ず管理喧らる二 見透しを得たり 。問
　　題は陸軍との共同管理となることにて，痘軍専属となる様陳情中なり」。

　４６）同杜「杜史資料」。

　４７）前掲丁６５年史』１５３－４ぺ 一ジ 。

　４８）前掲［８５年史」１６１ぺ 一ジ 。

　４９）同前，１５６べ 一ジ 。

　５０）同前，１５７－８べ一ジ。その後に次の文章が続く 。「しかし実際には，当初，その

　　生産計画，資材の購入，従業員の採用 ・養成等はすべて鶴見工場が行な った。こ

　　の点，京町 ・三重 ・府中など，当時の子工場と異なるところはなか った」 。

　５１）同前，１６８べ 一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２０）
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５２）同前，７２べ 一ジ 。

５３）前掲『５０年史』２２８べ 一ジ 。

５４）同前，２２７べ 一ジ 。

５５）同前，２２８べ 一ジ 。

５６）同前，６１３ぺ 一ジ 。

５７）同前，６１１ぺ 一ジ 。

５８）前掲『８５年史』１６８べ 一ジ 。

５９）同前，１１１ぺ 一ジ 。

６０）同前，１５４ぺ 一ジ 。

６１）同杜「杜史資料」 。

６２）前掲『８５年史』１５８べ 一ジ 。

６３）同杜「杜史資料」 。

６４）６５）同前
。

６６）１９３７年末，旧芝浦製作所は川崎市京町に土地購入，３９年より京町工場建設スタ

　ート ，４０年２月から鶴見工場の配電盤 ・制御装置 ・計器継電器部門を移転した 。

６７）６８）６９）同杜「杜史資料」。

（６２１）




